
■
８
月
か
ら
後
期
高
齢
者
医
療
被
保

険
者
証
が
変
わ
り
ま
す

　

現
在
の
被
保
険
者
証
（
水
色
）
の

有
効
期
限
は
７
月
31
日
㈮
で
す
。
新

し
い
被
保
険
者
証
（
橙
色
）
は
７
月

中
に
送
付
し
、
届
い
た
日
か
ら
使
用

で
き
ま
す
。

■
７
月
中
旬
に
保
険
料
額
決
定
通
知

書
・
納
付
通
知
書
を
送
付
し
ま
す

納
付
方
法

●
特
別
徴
収
…
年
金
か
ら
の
天
引
き

●
普
通
徴
収
…
７
月
〜
翌
年
３
月
の

各
納
期
限
（
全
納
の
場
合
は
７
月
31

日
）ま
で
に
納
付
書
ま
た
は
口
座
振
替

■
保
険
料
の
軽
減

①
世
帯
の
所
得
水
準
に
応
じ
て
保
険

料
の
被
保
険
者
均
等
割
額
が
下
表
の

通
り
軽
減
さ
れ
ま
す
。

●
基
礎
控
除
額
な
ど
は
、
税
法
改
正

な
ど
で
変
動
す
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

●
軽
減
を
判
断
す
る
「
総
所
得
金
額

等
」
に
は
、
専
従
者
控
除
、
譲
渡
所

得
の
特
別
控
除
に
係
る
部
分
の
税
法

上
の
規
定
は
適
用
さ
れ
ま
せ
ん
。

●
国
民
健
康
保
険
と
同
様
に
、
年
金

収
入
に
つ
き
公
的
年
金
等
控
除
を
受

け
た
65
歳
以
上
の
人
に
つ
い
て
は
、

公
的
年
金
等
に
係
る
所
得
金
額
か
ら

15
万
円
が
控
除
さ
れ
ま
す
。

●
世
帯
主
が
被
保
険
者
で
な
い
場
合

で
も
、
そ
の
世
帯
主
の
所
得
が
軽
減

判
定
の
対
象
と
な
り
ま
す
。

②
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
加
入
す

る
前
日
に
お
い
て
、
勤
務
先
の
健
康

保
険
や
共
済
組
合
、
船
員
保
険
の
被

扶
養
者
で
あ
っ
た
人
は
、
所
得
割
額

は
課
さ
れ
ず
、
被
保
険
者
均
等
割
額

が
９
割
軽
減
さ
れ
ま
す
。

③
所
得
割
額
の
賦
課
対
象
者
の
う

ち
、
所
得
割
額
算
定
に
か
か
る
被
保

険
者
の
所
得
が
58
万
円
以
下
（
年
金

収
入
の
み
の
場
合
は
、
そ
の
収
入
が

２
１
１
万
円
以
下
）
の
人
は
、
所
得

割
額
が
５
割
軽
減
さ
れ
ま
す
。

所 得 の 判 定 区 分 軽減
割合

均 等 割
額（年額）

①下欄②に属する人で、世帯の被保
険者全員の年金収入が80万円以下
で、その他各種所得が０円

9割 5,260
円

②世帯（同一世帯内の被保険者と世
帯主）の総所得金額等が33万円以下

8.5
割
7,891
円

③世帯（同一世帯内の被保険者と世
帯主）の総所得金額等が（33万円＋
26万円×被保険者数）以下

5割 26,303円

④世帯（同一世帯内の被保険者と世
帯主）の総所得金額等が（33万円＋
47万円×被保険者数）以下

2割 42,085円

対　象 負担
割合

自己負担限度額（月額）
外来（個人単位） 外来＋入院（世帯単位）

現役並み所得者（＊1） 3割 44,400円 80,100円＋（医療費ー267,000円）×１％（＊2）
一　般

1割
12,000円 44,400円

低所得Ⅱ（住民税非課税世帯） 8,000円 24,600円
低所得Ⅰ（＊3） 15,000円

※月の途中で75歳になる人は半額となります。
（＊1）同一世帯に課税標準額（地方税法上の各種控除後の所得）145万円以上の被
保険者がいる人（ただし、所得などの条件により、一般になる場合もあります）
（＊2）過去12ヵ月に3回以上該当した場合、４回目以降は44,400円
（＊3）住民税非課税世帯に属し、世帯員全員の各所得が0円（公的年金控除は80万円とし
て計算）である人または、住民税非課税世帯に属する老齢福祉年金を受給している被保険者

世帯の
課税状況 対　象 標準負担額（1食あたり）

課税 現役並み所得者 260円一　般

非課税
低所得Ⅱ

（住民税非課税世帯）
210円 過去12ヵ月の入院日数が90日以内
160円
（＊4）

過去12ヵ月の入院日
数が90日を超える

低所得Ⅰ 100円

世帯の
課税状況 対　象 食　費

（1食あたり）
住　居　費
（1日あたり）

課税 現役並み所得者 460円（＊5）

320円
一　般

非課税
低所得Ⅱ（住民税非課税世帯） 210円
　低所得Ⅰ 130円
老齢福祉年金受給者 100円 0円

（＊5）管理栄養士または栄養士により栄養管理が行われてい
るなどの場合。それ以外の場合は420円の自己負担です。

（表2）入院時の食事代

（表3）療養病床に入院時の食事・住居費

（＊4）適用を受けるためには、窓口での手続きが必要

■
療
養
病
床
に
入
院
し
た
と
き

　

食
費
と
居
住
費
の
一
部
が
自
己
負

担
と
な
り
ま
す
。（
表
３
）

　

た
だ
し
、
入
院
医
療
の
必
要
性
が

高
い
人
は
表
２
の
「
入
院
時
の
食
事

代
」
の
み
負
担
と
な
り
ま
す
。

（表1）一部負担金の割合・自己負担限度額

■
非
課
税
世
帯
に
属
す
る
人
の
医
療

費
・
食
事
代

　

低
所
得
者
Ⅰ
・
Ⅱ
に
該
当
す
る
人

が
申
請
す
る
と
、
医
療
費
や
食
事
代

が
自
己
負
担
限
度
額
ま
で
減
額
さ
れ

る
「
限
度
額
適
用
・
標
準
負
担
額
減

額
認
定
証
」
の
交
付
を
受
け
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。
新
た
に
該
当
す
る
人

は
申
請
し
て
く
だ
さ
い
。（
表
１
・
２
）

後
期
高
齢
者
医
療
制
度

問
合
先

●
大
阪
府
後
期
高
齢
者
医
療

広
域
連
合
（
保
険
料
…
☎
06
・

４
７
９
０
・
２
０
２
８
、
健
康

診
査
・
人
間
ド
ッ
ク
…
☎
06
・

４
７
９
０
・
２
０
３
１
）

●
国
保
年
金
課

■
基
準
収
入
額
適
用
申
請

　

次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
「
現

役
並
み
所
得
者
」
は
、
申
請
す
る
と

「
一
般
」（
１
割
負
担
）
に
な
り
ま
す
。

（
表
１
）

【
同
一
世
帯
内
で

被
保
険
者
が
１
人
の
場
合
】

●
被
保
険
者
の
収
入
額
が
３
８
３
万

円
未
満 

　

現
在
使
用
し
て
い
る
認
定
証
の
有

効
期
限
は
７
月
31
日
㈮
で
す
。
引
き

続
き
対
象
に
な
る
人
に
は
、
自
動
的

に
新
し
い
認
定
証
を
送
り
ま
す
。

●
被
保
険
者
の
収
入
額
が
３
８
３
万

円
以
上
で
、
被
保
険
者
本
人
お
よ
び

同
一
世
帯
に
属
す
る
70
〜
74
歳
の
人

の
収
入
合
計
額
が
５
２
０
万
円
未
満

【
同
一
世
帯
内
で

被
保
険
者
が
２
人
以
上
の
場
合
】

●
被
保
険
者
の
収
入
合
計
額
が
５
２

０
万
円
未
満
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介
護
保
険

問
合
先　

高
齢
介
護
課

７
月
に
送
付
し
ま
す

第
１
号
被
保
険
者
の

介
護
保
険
料
決
定
通
知
書

　

介
護
保
険
の
運
営
状
況
の
見
直
し

に
伴
う
介
護
サ
ー
ビ
ス
利
用
見
込
量

の
増
加
や
第
１
号
被
保
険
者
の
負
担

率
の
変
更
に
よ
り
、
平
成
27
〜
29
年

度
の
介
護
保
険
料
額
が
変
更
さ
れ
ま

し
た
。（
５
月
号
を
ご
覧
く
だ
さ
い
）

　

ま
た
、
第
一
号
被
保
険
者
（
65
歳

以
上
）の
介
護
保
険
料
に
つ
い
て
は
、

4
月
1
日
現
在
の
世
帯
を
基
準
に
、

昨
年
中
の
合
計
所
得
金
額
や
住
民
税

課
税
・
非
課
税
の
状
況
を
も
と
に
決

定
し
、
7
月
初
旬
に
各
個
人
に
通
知

書
を
送
付
し
ま
す
。

■
介
護
保
険
料
の
納
付

　

介
護
保
険
料
は
７
月
に
決
定
す
る

た
め
、
4
〜
6
月
を
仮
徴
収
期
間
と

い
い
、
普
通
徴
収
（
納
付
書
や
口
座

振
替
で
の
納
付
）
の
場
合
は
前
年
度

最
終
時
点
の
所
得
段
階
に
応
じ
た
金

額
を
、
ま
た
特
別
徴
収
（
年
金
か
ら

の
差
し
引
き
）
の
場
合
は
2
月
の
介

護
保
険
料
額
と
同
額
を
納
付
し
て
い

た
だ
き
ま
す
。
仮
徴
収
期
間
の
介
護

保
険
料
額
と
、
7
月
に
送
付
す
る
介

護
保
険
料
決
定
通
知
書
に
記
載
の
介

護
保
険
料
額
（
年
間
保
険
料
額
）
と

の
差
額
を
７
月
か
ら
来
年
3
月
に
納

付
し
て
い
た
だ
き
ま
す
。

　

な
お
、保
険
料
額
の
改
定
に
伴
い
、

昨
年
中
の
収
入
金
額
や
本
人
お
よ
び

世
帯
の
住
民
税
課
税
・
非
課
税
の
状

況
が
前
年
度
と
同
じ
場
合
で
も
、
年

間
保
険
料
額
の
上
昇
に
よ
り
、
7
月

以
降
の
納
付
額
が
変
更
と
な
り
ま

す
。（
通
知
書
に
は
変
更
後
の
金
額

を
記
載
し
て
い
ま
す
。）

■
介
護
保
険
料
の
減
免
な
ど

　

災
害
な
ど
で
一
時
的
に
収
入
が
減

少
し
た
た
め
保
険
料
が
納
付
で
き
な

く
な
っ
た
場
合
な
ど
に
、
保
険
料
の

徴
収
猶
予
や
減
免
が
受
け
ら
れ
る
場

合
が
あ
り
ま
す
。

　

ま
た
、
生
活
に
困
窮
し
て
い
る
世

帯
（
生
活
保
護
を
受
け
て
い
る
世
帯

除
く
）
で
、
次
の
条
件
に
す
べ
て
該

当
す
る
場
合
は
、
介
護
保
険
料
の
一

部
を
減
額
し
ま
す
。

条
件　

●
被
保
険
者
の
所
得
段
階
が

第
２
段
階
以
上
で
、
世
帯
全
員
の
年

間
収
入
合
計
額
が
基
準
額
（
１
人
世

帯
１
０
８
万
円
、
２
人
世
帯
以
上
は

世
帯
員
１
人
に
つ
き
54
万
円
を
加

算
）
以
下
で
あ
る

●
だ
れ
か
ら
も
扶
養
さ
れ
て
い
な
い

●
活
用
で
き
る
資
産
が
な
い

●
世
帯
全
員
の
預
貯
金
、
国
債
、
地
方

債
、
そ
の
他
金
融
資
産
の
元
本
の
合
計

金
額
が
３
５
０
万
円
を
超
え
な
い

■
保
険
料
の
納
付
は
納
期
限
ま
で
に

　

納
期
限
ま
で
に
納
付
し
な
い
場
合

に
、
本
来
納
付
す
る
保
険
料
額
に
加

え
、
督
促
手
数
料
（
80
円
）
や
延
滞

金
が
加
算
さ
れ
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

　

ま
た
介
護
認
定
を
受
け
、
介
護
サ
ー

ビ
ス
を
利
用
す
る
場
合
は
、
納
期
限

ま
で
に
納
め
た
人
と
の
公
平
を
保
つ
た

め
、
納
付
し
て
い
な
い
期
間
に
応
じ
た

「
給
付
制
限
」
措
置
を
行
う
こ
と
に
な

り
、1
割
負
担
で
の
サ
ー
ビ
ス
利
用
や
、

高
額
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
が
で
き
な

い
期
間
が
生
じ
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

　

安
心
し
て
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
ご
利

用
い
た
だ
く
た
め
に
も
、
保
険
料
の

納
付
に
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

■
普
通
徴
収
で
納
付
す
る
人
は

口
座
振
替
の
ご
利
用
を

　

口
座
振
替
を
利
用
す
る
と
、
納
付

の
た
び
に
金
融
機
関
に
出
向
く
必
要

が
な
く
、
た
い
へ
ん
便
利
で
す
。

　

家
族
の
口
座
か
ら
の
引
き
落
と
し

に
よ
る
納
付
も
で
き
ま
す
。

●
被
保
険
者
に
介
護
保
険
料
の
滞
納

が
な
い

減
免
内
容　

申
請
月
以
降
の
介
護
保

険
料
を
１
段
階
下
の
所
得
段
階
保
険

料
額
に
減
額
（
申
請
が
８
月
以
降
の

場
合
は
月
割
計
算
）

※
減
免
に
は
、
申
請
書
や
資
産
調
査

の
承
諾
書
（
家
族
全
員
分
）
な
ど
の

提
出
が
必
要
で
す
。
詳
し
く
は
問
い

合
わ
せ
て
く
だ
さ
い
。

◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇

高
齢
受
給
者
証
の
更
新

　

70
〜
74
歳
の
国
民
健
康
保
険
加
入

者
（
後
期
高
齢
者
医
療
被
保
険
者
証

の
対
象
者
除
く
）
に
「
国
民
健
康
保

険
高
齢
受
給
者
証
」
を
交
付
し
て
い

ま
す
。
８
月
〜
来
年
７
月
31
日
に
有

効
な
高
齢
受
給
者
証
は
、
７
月
中
に

送
付
し
ま
す
（
更
新
手
続
き
不
要
）。

※
来
年
７
月
31
日
ま
で
に
75
歳
に
な

る
人
は
誕
生
日
の
前
日
ま
で 

有
効

限
度
額
適
用
認
定
証

　

対
象
の
国
民
健
康
保
険
加
入
者
は
、

申
請
す
る
と「
限
度
額
適
用
認
定
証
」

（
住
民
税
非
課
税
の
国
保
世
帯
に
属

し
て
い
る
人
は
「
限
度
額
適
用
・
標

準
負
担
額
減
額
認
定
証
」）
が
交
付

さ
れ
ま
す
。
認
定
証
を
医
療
機
関
に

提
示
す
る
と
、一
医
療
機
関
（
入
院
・

外
来
・
歯
科
は
そ
れ
ぞ
れ
別
計
算
）

で
の
一
月
の
自
己
負
担
が
限
度
額
ま

で
と
な
り
ま
す
。

※
現
在
交
付
し
て
い
る
認
定
証
の
有

効
期
限
は
７
月
末
で
す
。
８
月
以
降

も
必
要
な
場
合
は
、
新
た
に
申
請
が

必
要
で
す
。
更
新
の
手
続
き
は
７
月

６
日
㈪
以
降
に
受
け
付
け
ま
す
。

国
保
若
年
者
基
本
健
診

場
所　

保
健
セ
ン
タ
ー

対
象　

15
歳
以
上
40
歳
未
満
の
泉
佐

野
市
国
民
健
康
保
険
加
入
者

定
員　

各
50
人
（
先
着
順
）

自
己
負
担
金　

１
，
０
０
０
円

申
込　

７
月
21
日
㈫
〜
８
月
７
日
㈮

（
土
・
日
曜
日
除
く
）
の
午
前
９
時
〜

午
後
６
時
に
専
用
受
付
（ 　

０
１
２

０
・
９
６
６・７
３
４
）
へ

国
民
健
康
保
険
料

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料

夜
間
納
付
相
談

　

保
険
料
の
納
付
お
よ
び
納
付
相
談

窓
口
を
設
け
て
い
ま
す
の
で
、
ご
利

用
く
だ
さ
い
。

日
時　

毎
月
第
3
木
曜
日
（
祝
日
除

く
） 

午
後
5
時
30
分
〜
8
時

場
所　

国
保
年
金
課　

実
施
日

受
付
時
間

８
月

28
日
㈮

午
後
１
時
30
分
〜
１
時
50
分

午
後
２
時
〜
２
時
20
分

午
後
２
時
30
分
〜
２
時
50
分

31
日
㈪
午
前
９
時
30
分
〜
９
時
50
分

午
前
10
時
〜
10
時
20
分

午
前
10
時
30
分
〜
10
時
50
分

対
象　

次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る

国
民
健
康
保
険
加
入
者
（
後
期
高
齢

者
医
療
被
保
険
者
証
の
対
象
者
除
く
）

●
70
歳
未
満　

●
70
歳
以
上
で
住
民
税

非
課
税
の
国
保
世
帯
に
属
し
て
い
る 

国
民
健
康
保
険

問
合
先　

国
保
年
金
課
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国
民
年
金
保
険
料

申
請
免
除
・
若
年
者
納
付
猶
予
の

申
請
受
付

　

所
得
基
準
の
審
査
に
基
づ
き
承
認

さ
れ
る
と
国
民
年
金
保
険
料
の
納
付

が
「
全
額
免
除
・
全
額
猶
予
」「
一

部
免
除
（
一
部
納
付
）」
さ
れ
ま
す
。

※
毎
年
申
請
が
必
要
で
す
が
、
前
回

申
請
時
に
翌
年
度
以
降
の
継
続
申
請

を
希
望
し
、
全
額
免
除
ま
た
は
納
付

猶
予
の
承
認
を
受
け
た
人
は
不
要

■
対
象

対
象
期
間　

７
月
〜
来
年
６
月
分

※
過
去
2
年
間
に
免
除
し
忘
れ
て
い

る
期
間
が
あ
る
場
合
は
、
そ
の
期
間

に
つ
い
て
も
申
請
で
き
ま
す
。

所
得
審
査
対
象　

申
請
者
本
人
、
配

偶
者
、
世
帯
主
（
納
付
猶
予
の
場
合

は
本
人
、
配
偶
者
の
み
）

■
申
請
方
法

受
付　

７
月
１
日
㈬
以
降
に
、
市
役

所
１
階 

１
０
１
会
議
室
（
７
月
21

日
㈫
以
降
は
国
保
年
金
課
）
で

必
要
な
も
の　

年
金
手
帳
・
印
鑑（
本

人
が
署
名
す
る
場
合
は
不
要
）

※
審
査
対
象
者
が
今
年
１
月
１
日
現

在
市
内
在
住
で
な
い
人
や
、
失
業
を

理
由
と
す
る
人
は
別
に
証
明
書
な
ど

が
必
要
で
す
。
詳
し
く
は
問
い
合
わ

せ
て
く
だ
さ
い
。　

■
承
認
を
受
け
た
期
間
は
…

●
年
金
を
受
け
取
る
た
め
に
必
要
な

期
間
に
含
ま
れ
ま
す
。

●
障
害
基
礎
年
金
ま
た
は
遺
族
基
礎

年
金
の
納
付
要
件
に
対
応
し
ま
す
。

●
年
金
額
算
定
の
際
、
申
請
免
除
の

場
合
は
保
険
料
を
全
額
納
め
た
場
合

と
比
べ
、
次
の
表
の
計
算
に
な
り
ま

す
。（
納
付
猶
予
の
場
合
は
年
金
額

の
計
算
に
含
ま
れ
ま
せ
ん
）

※
一
部
納
付
額
が
未
納
の
ま
ま
の
場

合
、
一
部
免
除
も
無
効
（
未
納
と
同

じ
）
に
な
り
ま
す
。

■
保
険
料
の
追
納

　

免
除（
一
部
免
除
は
納
付
済
期
間
）・

納
付
猶
予
承
認
期
間
の
保
険
料
は
承

認
を
受
け
た
月
以
降
10
年
以
内
で
あ

れ
ば
追
納
（
さ
か
の
ぼ
っ
て
納
め
る

こ
と
）
が
で
き
ま
す
。

※
承
認
を
受
け
た
期
間
の
翌
年
度
か

ら
起
算
し
て
３
年
度
目
以
降
に
保
険
料

を
追
納
す
る
場
合
は
、
承
認
を
受
け
た

当
時
の
保
険
料
額
に
経
過
期
間
に
応
じ

た
加
算
額
が
上
乗
せ
さ
れ
ま
す
。

種　　　類 年金額

　全額免除 1/2

一
部
免
除

4分の１納付
（一部納付額

3,900円）
5/8

2分の１納付
（一部納付額

7,800円）
3/4

4分の3納付
（一部納付額

11,690円）
7/8

介護保険制度が変わります　～平成27年8月改正分～
問合先　高齢介護課

■サービス利用時の自己負担割合が変わります
　一定以上の所得がある65歳以上の被保険者は2割負担、それ以外は1割負担のままです。要介護（要支援）
認定を受けている人全員に、介護サービスを利用した際の利用者負担割合を記載した「介護保険負担割合証」
 を7月末頃に送付します。有効期間は当該年度の8月1日から翌年度の7月31日までです。
※「一定以上の所得」がある人…次の①②両方に当てはまる人
①本人の合計所得金額が160万円以上
②同一世帯の65歳以上の人（第1号被保険者）の年金収入＋その他の合計所得金額が、単身世帯で280万円以上、
2人以上世帯で346万円以上
■特定入所者介護（予防）サービス費の支給要件が変更されます
　介護保険で施設サービスを利用した場合、住民税非課税世帯の利用者は、申請により食費・居住費（滞在費）
を補助（支給）しています。今回の改正により、預貯金等が単身の場合1,000万円、夫婦の場合2,000万円を
超える場合は対象になりません。また、世帯分離している配偶者が住民税課税者の場合も対象になりません。

■高額介護（介護予防）サービス費の上限額が変わります
　同じ月に利用した介護サービスの利用者負担の合計が一定額（利
用者負担上限額）を超えたときは、申請により超えた分が後から「高
額介護（介護予防）サービス費」として支給されています。今回の
改正では「現役並み所得者」の区分が新設されました（左表参照）。
課税所得145万円以上の第1号被保険者が同一世帯にいる人が対象
となります。ただし、「現役並み所得者」の区分に該当した場合でも、
同一世帯内にいる第1号被保険者の収入の合計が520万円（世帯内
の第1号被保険者が本人1人のみの場合は383万円）に満たない場合
は、申請により「一般世帯」の区分となります。

利用者段階区分 利用者負担上限額
現役並み所得者（＊1） 世帯：44,400円

一　般 世帯：37,200円
住民税世帯非課税 世帯：24,600円

（＊2） 個人：15,000円
生活保護の受給者等 15,000円

（＊1）新設されます
（＊2）合計所得金額および課税年金収入
額の合計が80万円以下の人、または老齢
福祉年金の受給者

所得段階 金額
第1段階 2,000円
第2段階 6,000円
第3段階 6,000円
第4段階 7,000円
第5段階 8,000円
第6段階 8,000円
第7段階 12,000円

高
齢
者
生
活
支
援
事
業

　

介
護
保
険
料
の
引
き
上
げ
な
ど
高

齢
者
の
経
済
的
負
担
が
増
加
す
る
な

か
、
65
歳
以
上
高
齢
者
（
生
活
保
護

受
給
者
除
く
）
の
生
活
を
少
し
で
も

支
援
す
る
た
め
に
「
泉
佐
野
プ
レ
ミ

ア
ム
商
品
券
」
ま
た
は
「
泉
佐
野
プ

レ
ミ
ア
ム
商
品
券
購
入
ク
ー
ポ
ン

券
」(

割
引
券)

を
７
月
上
旬
に
送
付

し
ま
す
。

【
泉
佐
野
プ
レ
ミ
ア
ム
商
品
券
の
配

布
】

対
象
者　

介
護
保
険
料
所
得
段
階
の

第
１
〜
７
段
階
の
被
保
険
者　
　

配
布
額

【
泉
佐
野
プ
レ
ミ
ア
ム
商
品
券
購
入

ク
ー
ポ
ン
券
の
配
布
】

対
象
者　

介
護
保
険
料
所
得
段
階
の

第
８
〜
15
段
階
の
被
保
険
者

配
布
数　

１
人
当
た
り
５
枚

※
泉
佐
野
プ
レ
ミ
ア
ム
商
品
券
が
売

り
切
れ
の
場
合
は
、
利
用
で
き
ま
せ

ん
の
で
ご
注
意
く
だ
さ
い
。
介
護
保

険
所
得
段
階
の
区
分
は
平
成
27
年
度

介
護
保
険
料
決
定
通
知
に
基
づ
い
て

い
ま
す
。

国
民
年
金

問
合
先　

国
保
年
金
課

◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇
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税問
合
先　

税
務
課

市
税
の
納
付
に
つ
い
て

　

７
月
31
日
㈮
は
固
定
資
産
税
第
２

期
分
の
納
期
限
で
す
。
忘
れ
ず
に
納

め
ま
し
ょ
う
。

　

ま
た
、
固
定
資
産
税
・
市
府
民
税

第
１
期
分
、
軽
自
動
車
税
全
期
分
の

納
期
限
は
過
ぎ
て
い
ま
す
の
で
、
ま

だ
納
付
し
て
い
な
い
人
は
、
早
め
に

納
付
し
て
く
だ
さ
い
。

　

市
税
の
納
付
に
は
便
利
な
口
座
振

替
を
利
用
し
て
く
だ
さ
い
。

●
納
期
限
内
に
納
め
な
い
と
…

　

督
促
状
（
１
通
80
円
の
手
数
料
を

徴
収
）
に
よ
り
納
付
を
促
し
ま
す
。

　

ま
た
、
納
期
限
ま
で
に
納
付
さ
れ

な
い
と
き
は
、
本
来
納
め
る
べ
き
税

額
の
ほ
か
に
延
滞
金
が
加
算
さ
れ
、

負
担
が
ま
す
ま
す
増
え
る
こ
と
に
な

り
ま
す
。

●
さ
ら
に
滞
納
が
続
く
と
…

　

納
期
限
ま
で
に
納
め
た
納
税
者
と

の
公
平
を
保
ち
、
大
切
な
市
税
収
入

を
確
保
す
る
た
め
、
や
む
を
得
ず
滞

納
し
て
い
る
人
の
財
産
（
不
動
産
、

給
与
、
預
貯
金
な
ど
）
す
べ
て
を
調

査
・
差
し
押
さ
え
し
、
換
価
（
公
売
・

取
立
）
す
る
な
ど
の
滞
納
処
分
を
行

う
こ
と
に
な
り
ま
す
。

滞納処分の状況（件） 

処分内容 平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

差
押

不動産 78 59 57
預貯金
など債権 425 533 473

交付要求 198 148 150
抵当権の設定 0 0 8

公
売
不動産 6 4 1
動　産 24 35 28

■
税
務
職
員
を
装
っ
た
不
審
な
電
話

に
ご
注
意
く
だ
さ
い

　

国
税
局
や
税
務
職
員
を
名
乗
る
者

か
ら
電
話
が
あ
り
、
ア
ン
ケ
ー
ト
や

年
金
受
給
調
査
と
称
し
て
、
年
齢
や

家
族
構
成
、
年
金
の
受
給
状
況
、
預

金
残
高
や
口
座
情
報
な
ど
に
つ
い
て

聞
き
出
そ
う
と
す
る
事
例
が
発
生
し

て
い
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
電
話
は
、
詐
欺
事
件

に
つ
な
が
る
可
能
性
が
あ
り
ま
す
の

で
、
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

　

な
お
、不
審
な
点
が
あ
る
と
き
は
、

即
答
を
避
け
、
最
寄
り
の
税
務
署
ま

た
は
警
察
署
に
問
い
合
わ
せ
て
く
だ

さ
い
。

※
税
務
職
員
が
納
税
者
の
み
な
さ
ん

に
電
話
で
問
い
合
わ
せ
を
す
る
場
合

は
、
提
出
し
て
い
た
だ
い
た
申
告
書

な
ど
を
基
に
そ
の
内
容
を
ご
本
人
に

確
認
す
る
こ
と
を
原
則
と
し
て
い
ま

す
。

■
所
得
税
お
よ
び
復
興
特
別
所
得
税

の
予
定
納
税

　

第
１
期
分
の
納
期
限
と
振
替
納
税

日
は
平
成
27
年
７
月
31
日
㈮
で
す
。

　

振
替
納
税
を
利
用
し
て
い
る
人

は
、
納
期
限
前
日
ま
で
に
口
座
の
残

高
を
確
認
し
て
く
だ
さ
い
。

●
予
定
納
税
と
は

　

前
年
分
の
所
得
税
お
よ
び
復
興
特

別
所
得
税
の
確
定
申
告
な
ど
に
基
づ

き
計
算
し
た
予
定
納
税
基
準
額
が

15
万
円
以
上
で
あ
る
場
合
に
、
原
則

そ
の
3
分
の
1
相
当
額
を
そ
れ
ぞ

れ
７
月(

第
１
期
分)

と
11
月(

第
２

期
分)
に
納
め
て
い
た
だ
く
こ
と
に

な
っ
て
い
ま
す
。

※
平
成
27
年
分
の
予
定
納
税
基
準
額

に
つ
い
て
は
、
復
興
特
別
所
得
税
の

額
を
含
め
て
計
算
さ
れ
て
い
ま
す
。

●
納
税
す
る
額

　

予
定
納
税
が
必
要
な
人
に
は
、
６

月
中
旬
に
所
轄
税
務
署
か
ら
「
予
定

納
税
額
の
通
知
書
」
が
送
付
さ
れ
ま

す
。
こ
の
通
知
書
に
記
載
さ
れ
た
第

１
期
分
の
金
額
が
納
税
す
る
額
で

簿記教室のご案内
　個人事業者のみなさんのために、
泉佐野税務署と共催で簿記教室を開
催します。
　簿記の基礎知識から複式簿記での
記帳までを習得していただきます。
  経営の充実および青色申告特別控
除（65万円）適用のためにも、複式
簿記での記帳を学んでみませんか。
日時　8月31日㈪、9月3日㈭・7日
㈪・10日㈭・14日㈪・17日㈭ 午後
1時30分～4時（全6回）
対象　初めて簿記を学ぶ個人事業
者・事業専従者
定員　30 人（先着順）
講師　近畿税理士会泉佐野支部所属
の税理士
教材費　2,400円
申込・問合先　7月1日㈬～31日
㈮に公益社団法人 泉佐野納税協
会（泉佐野税務署隣 ☎462-0634 
Fax462-9673）へ

　

し
か
し
、
こ
れ
ら
の
滞
納
処
分
は

最
終
手
段
で
す
。
こ
の
よ
う
な
事
態

が
お
こ
ら
な
い
よ
う
納
期
限
内
の
納

税
に
ご
協
力
く
だ
さ
い
。

す
。

　

予
定
納
税
額
お
よ
び
そ
の
計
算
の

詳
細
は
、「
予
定
納
税
額
の
通
知
書
」

に
記
載
さ
れ
て
い
ま
す
。

●
予
定
納
税
額
の
減
額
申
請

　

廃
業
や
休
業
ま
た
は
業
況
不
振
、

災
害
な
ど
の
理
由
に
よ
り
、
平
27
年

６
月
30
日
㈫
の
現
況
で
、
平
成
27
年

分
の
「
申
告
納
税
見
積
額
（
年
間
所

得
や
所
得
控
除
な
ど
を
見
積
も
っ
て

計
算
し
た
税
額
）」
が
、
所
轄
税
務

署
か
ら
通
知
さ
れ
て
い
る
「
予
定
納

税
基
準
額
」
よ
り
も
少
な
く
な
る
と

見
込
ま
れ
る
場
合
は
、
予
定
納
税
の

減
額
申
請
を
す
る
こ
と
が
で
き
ま

す
。（「
予
定
納
税
額
の
減
額
申
請
書
」

は
、
国
税
庁
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載

し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
税
務
署
に
も

用
意
し
て
い
ま
す
）

※
平
成
27
年
分
の
申
告
納
税
見
積
額

に
つ
い
て
は
、
復
興
特
別
所
得
税
の

額
を
含
め
て
計
算
し
ま
す
。

　

第
１
期
分
の
予
定
納
税
の
減
額
申

請
を
す
る
場
合
は
、
平
成
27
年
７
月

15
日
㈬
ま
で
に
減
額
申
請
書
を
所
轄

税
務
署
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
所

轄
税
務
署
は
、
そ
の
申
請
に
つ
い
て

承
認
、
一
部
承
認
ま
た
は
却
下
の
い

ず
れ
か
を
決
定
し
、
そ
の
結
果
を
書

面
で
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

税
務
署
か
ら
の
お
知
ら
せ

申
請
・
問
合
先　

泉
佐
野
税
務
署

☎
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